






































































1911 ） ）以来、 「当然違法」









既に「当然違法」とする先例があるにもかかわらず、これを変更 て 合理の基準」により審査することの是非が問われているのである。つまり、裁判とは、全くの白地に新しい判断を示すのではなく、既に確立した、社会も当事者もそ 信頼・依拠してい プレートの上 判断を示すものである。 がって、先例変更 あたっては、判決内容そのものが客観的に妥当であ だけでなく、既に確立し いるルールを覆すことがもたらす混乱等 考慮た上で、その判断がなされ ければ らないということである。　
そこで本稿においては、先例拘束とその変更について激しく対立したリジン事件（二〇〇七年）を中心に、先例









































eigh all of the circum
























































., Inc. v. G
T
E
 Sylvania Inc., 433 U
. S. 
36 （


























多数意見は、シャーマン法はコモンロー制定法と 取り扱われるとした。しかし、コモンロー 考え方 よれ















































































































































































































































nited States, 221 U













経済学上の概念に照らしな 理論を再形成してい コモンローのアプローチを採ることを明らかにした 具体的には、合理の基準を用いて判断 なされ 支持されている経済理論が反トラスト法に反映しうるということである。　
スタンダード・オイル事件（一九一一年）の六週間前に下されたのがドクター・マイルズ事件（一九一一年）で
















. S. 300 （
1919 ） ） 。七年後、最高
裁は、委託契約により、製造業者が製品の所有権を保持しているならば、再販維持は当然違法とはいえない、とした（
See U
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ct of 1975 （七五年法）を制定し、再販維持に認められていた反トラスト法の適用除外を廃止した。
　
このような立法の沿革に照らし 再販維持について現在の立法 どのように考えているか 議論がある。
　
ひとつは、七五年 は、当然違法を全面的に復活させたという理解である。コマナーは、最高裁は一九一一年















































ら「適法」へと転ずるものではない。その審査を従来 カテゴリカル 「違法」 す のではなく、諸事情を考慮した上で「違法」 「適法」の結論を下す審査方法に関す もので、この変更 より当事者が不意打ちを受ける不利益はそれほど大きいとはいえない だろうか。
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文〕 」国際商事法務三六巻九号一一四三頁（二〇〇八年） 、同「リージン事件米最高裁審理における司法省・ＦＴＣ法廷助言意見書」国際商事法務三六巻五号五八一頁（二〇〇八年） 、小畑徳彦「再販売価格維持行為に関する米国の判例変更と流通業への影響
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. J. 1, 8 （
2013 ）は、考慮されるべき要素を次のようにまとめている。①古い判断が実務的に機
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anor , supra note 29, at 983.
垂直規制に対しては、肯定的な
意見が増えてき が、ボーク判事が最初に示した経済分析に大い 依存している。ボークによれば、製造業者は、販売者が消費者へのサービス提供を促すために垂直規制を行う。消費者がその製品の購入を増やすのは 料金が上がったことを上回るサービスの向上があった場合である。


































































































































note 30, at 28.
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